
東浦町にぎわい創出補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、町のにぎわい創出につながるイベントの開催を促すとともに、

地域資源を活用したイベントの定着を図ることを目的に、イベントを開催する団体

を支援する東浦町にぎわい創出補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、

東浦町補助金等交付規則（昭和 52年東浦町規則第５号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、イベント

を開催する団体とする。ただし、次に掲げる団体を除く。 

（１）企画した事業の実施及び運営から実績報告まで責任を持って履行することがで

きる体制を有さない団体 

（２）政治活動又は宗教活動を目的とした団体 

（３）東浦町暴力団排除条例（平成 23年東浦町条例第 16号）第２条第１号に規定す

る暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は当該暴力団若しくは当該暴力団員

と密接な関係を有する者が関与している団体 

（４）その他町長が適当でないと認めた団体 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の

いずれにも該当する事業とする。 

（１）町のにぎわい創出に寄与し、その主たる効果が町内に還元される事業 

（２）過去に町内で開催実績のない事業 

（３）参加者を限定せず、特定の受益者を対象としない事業 

（４）来場者が 500名以上見込まれる事業 

（５）補助金の申請をした日の属する年度内に完了する事業 

２ 前項第２号の規定にかかわらず、営利の目的を持って事業を営む団体（以下「営

利団体」という。）以外の団体が、同一の補助対象事業を継続して実施する場合

は、初めて補助金の交付を受けた日の属する年度から起算して連続する３年度を限

度とし、当該事業を補助対象事業とすることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、次に掲げる事業については、補助対象事業としな

い。 

（１）政治活動又は宗教活動を目的とした事業 

（２）町が交付する他の補助金等の交付を受けている事業 

（３）その他町長が適当でないと認めた事業 

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業の実施に要する経費のうち、別表に定めるものとする。ただし、国、県等から補

助金等の交付を受けている場合には、当該補助金等の額を当該補助対象経費から控



除するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる経費については、補助対象経費としない。 

（１）団体構成員の人件費、事務所維持のための経費等の団体の経常的な運営に要す

る経費 

（２）慶弔費、交際費、懇親会費等の社会通念上公金を財源とすることが不適切な経

費 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、30 万円又は補助対象経費のいずれか少ない額（営利団体又

は営利の目的を持って徴収する費用がある団体にあっては、30 万円又は補助対象

経費の３分の２のいずれか少ない額）を限度とし、予算の範囲内において１団体当

たり１年度につき１回に限り交付するものとする。 

２ 第３条第２項の規定を適用する場合において、２年目の事業に係る補助金の額は

前項の規定により算定した額の 10 分の９とし、３年目の事業に係る補助金の額は

同項の規定により算定した額の 10分の８とする。 

 （交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助対象

事業を実施する前に、規則第４条の補助金等交付申請書に次の書類を添えて町長に

提出するものとする。 

（１）事業計画書 

（２）収支予算書 

（３）定款、規約その他の団体の概要が分かる書類 

（４）その他町長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第７条 町長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査

し、補助金を交付することが適当であると認めたときは、規則第６条の補助金等交

付決定通知書により申請者に通知するものとする。 

 （変更申請） 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は、補助対象事業の全部若しくは一部を廃止し、中止し、又は変更しようと

するときは、あらかじめ規則第 10 条第１項の補助事業変更承認申請書を町長に提

出するものとする。 

２ 町長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、変

更を承認したときは、規則第 10 条第２項の補助事業変更承認書により補助事業者

に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助対象事業が完了したとき又は補助対象事業の廃止若しく

は中止の承認を受けたときは、完了の日又は廃止若しくは中止の承認を受けた日

（以下「完了等の日」という。）から起算して 30日を経過した日又は完了等の日の



属する年度の末日のいずれか早い日までに、規則第 12 条の補助事業等実績報告書

に事業実施時の写真等の町長が必要と認める書類を添えて町長に提出するものとす

る。 

 （補助金の額の確定） 

第 10 条 町長は、前条の規定による報告書の提出があったときは、その内容を審査

し、補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の交付） 

第 11条 補助事業者は、前条の規定による通知を受けたときは、規則第 13条第２項

の補助金等交付請求書を町長に提出するものとする。 

２ 町長は、前項の規定による請求があった場合は、補助事業者に補助金を交付する

ものとする。 

 （委任） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が

定める。 

   附 則 

１ この要綱は、令和７年４月 25日から施行する。 

２ この要綱は、令和 10年３月 31日限り、その効力を失う。 

附 則 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の東浦町にぎわい創出補助金交付要綱の規定は、この要綱

の施行の日以後にされる補助金の交付申請に係る事業から適用し、同日前にされた

補助金の交付申請に係る事業については、なお従前の例による。 

別表（第４条関係） 

１ 報償費 ボランティアに対する謝礼等 

２ 需用費 消耗品費、チラシ・ポスター等の印刷製本費、資材・書

籍等の購入費 

３ 役務費 切手、電話等の通信運搬費、広告料、保険料、申請料等 

４ 使用料及び賃借料 会場使用料、車両・物品・器具等のレンタル・リース料

等 

５ 委託料 会場設営委託料、司会業務委託料、清掃業務委託料、警

備業務委託料等 

６ その他の経費 その他町長が必要と認める経費 

 

 


